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司会：安井孝之・企画委員（朝日新聞編集委

員） こんにちは、お待たせしました。当記者

クラブの企画委員で朝日新聞の安井でござい

ます。 

きょうは、「2014年経済見通し」というシ

リーズの5回目です。経済財政諮問会議の民間

議員で、日本総合研究所理事長の高橋進さんを

お招きいたしました。最初、1時間ほど高橋さ

んにプレゼンをしていただきまして、その後

30分、質疑をしたいと思います。よろしくお

願いします。 

 

高橋進・日本総合研究所理事長・経済財政諮

問会議議員 ご紹介いただきました日本総研

の高橋でございます、よろしくお願いします。 

お手元に資料をお届けしてございます。基本

的にこれに沿ってお話をさせていただければ

と思います。 

いまご紹介を頂戴したとおり、2014年度の

見通しということをずっとシリーズでやって

おられて、私もそのことについてお話しさせて

いただくことを期待されているとは思います

が、私、いま、先ほどご紹介を頂戴しましたよ

うに、経済財政諮問会議の民間議員をやってい

ますので、やはり14年度をどういうふうに経

済運営をしていくのか、とりわけ諮問会議でど

んなテーマを議論したいか、もちろんそのこと

が成長とつながっていくわけです。そういうこ

とを常日ごろ考えておりますので、その辺から

お話をさせていただければと思います。 

よく、アベノミクス、あるいは安倍政権、2

年目が正念場だというふうに言われますが、正

念場の意味は、去年いろいろ手を打ってきて、

それが今年はきちっと成果を上げられるかど

うか。例えば、物価が本当に上がっていくのか

とか、あるいは「経済の好循環」といいますけ

れども、きちっといい循環になっていくのかと

か、そういう意味で正念場であると思いますが、

私は個人的には、もう1つの正念場があるので

はないかと思います。 

改革に終わりなし 

それは、やはり手をつけた改革、これをきち

っとやっていけるのかということだと思いま

す。改革といってもいろいろありますが、例え

ば成長戦略。これは去年の6月に出て、いまい

ち評価がパッとしなかったわけですが、そうい

う意味ではいまだに宿題として残しておりま

す。この辺をきちっとやっていけるのか。 

安倍総理は、「成長戦略に終わりなし」とい

うことを言っていますが、私は、成長戦略のみ

ならずほかのことも含めて、「改革に終わりな

し」と思います。そういう意味では改革をきち

っと軌道に乗せられるかどうか、それを2年目

の安倍政権は問われるのではないかという気

がします。そこできちっと対応できないと、内

外から失望を買ってしまう、アベノミクスもお

しまい、ということになってしまうのではない

かと思います。 

したがって、どういう改革をさらにやってい

かなくてはいけないのか、その辺のお話をさせ

ていただければと思います。 

一方で、そういうことについて諮問会議はリ

ード役を期待されているわけですが、ただ、昨

今、諮問会議の提案はいろいろエッジが立って

いないとか、とがっていないと批判されている

ことも承知しております。いろんな理由があっ

てそうなっているのですが、しかし、やっぱり

私ども民間議員として答えを出さなくてはい

けないのは間違いないわけでして、ことしはそ

ういう批判を招かないように頑張ってまいり

たいとは思います。その辺のことも含めまして、

こんなことをやりたいというようなことを申

しあげたいと思います。 

経済財政諮問会議の立場というよりは民間

議員の一人として、私見も入ると思いますが、

お話をさせていただければと思います。 

前置きが長くなりましたが、少しアベノミク

スのおさらいからお話をさせていただきたい

と思います。 

まず、1ページ目をごらんください。「3本の

矢」はもういまさら申しあげるまでもないと思

いますが、私はこの単純化された「3本の矢」、

これで政権運営ができるわけではないと思っ

ておりまして、実はこの「3本の矢」の間にい

ろんな小さな矢があるわけでして、そういうも

のもきちっと打っていって初めて安倍政権が

狙っていることが実現できる、というふうに思

います。 

では、その安倍政権は何を狙っているのかと

いうことですが、「3つの好循環の起動」とい

うことで、このページ（資料1）の下の3つの

図をごらんいただきたいと思います。当たり前

といえば当たり前のことが書いてあるのです

が、例えば、真ん中を見ていただきますと、企

業業績の改善、これが投資の拡大につながる、
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あるいは企業業績の改善が雇用・所得の増加に

つながる、そしてそれが消費だとか投資といっ

た内需の拡大につながる。内需の拡大がまた企

業業績を改善させる、こういう当たり前の好循

環、これが日本では過去デフレ下でなかなか生

まれなかった。ブツブツと切れていた。とりわ

け企業業績がよくなっても投資が拡大しない、

あるいは賃金・雇用が増えないという形で矢印

が切れていた。ここをどうつなげていくのかと

いうことなので、その3本の矢をきちっと打つ、

あるいはそこに付随する政策をきちっと打つ

ことでこれを変えていきたい。 

企業が投資をしてくれたり、賃金を上げてく

れたりしたらいいわけです。しかし、デフレ下

で、かつ長期にわたって日本の人口が減ってい

く。そういう中ではなかなか投資も賃上げもし

てくれないわけで、ここをどう変えていくのか

ということに取り組まなくてはいけないとい

うことだと思います。 

それから、左側をみていただくと、「マクロ

経済環境の好転」、それと下の「成長戦略の推

進」、ここが好循環になっていますが、日本で

は、かつてデフレ下では、一時的にマクロ経済

環境がよくなっても、なかなか長続きしません

でした。なぜかというと、政府の側の適切なサ

ポートがなかったからです。 

ここで「成長戦略の推進」と挙げていますが、

これは必ずどこか成長分野を定めて、そこを育

成する、いわゆる産業政策とは限りません。例

えば、いま企業経営にとってネックとなってい

るのが「六重苦」と言われているもので、この

「六重苦」を解消すること、これも立派な成長

戦略だと思います。そういう戦略をきちっと政

府がとれば、経済環境の好転は長続きするわけ

でして、そういう意味では政府の政策と相まっ

て好循環が生まれていかなくてはいけないの

だと思います。 

それから右側をごらんください。「経済再生」

と「財政健全化」の好循環ですが、これもいま

日本は、逆回転しかねない状況になっている。

幸い逆回転はとまっていますが、よくもなって

いない。いまは経済が悪いので税収が増えない。

あるいは減税をする、そうすると財政が悪化す

る。それから、財政健全化への取り組みもおく

れている。その結果、財産赤字が拡大する。普

通の経済であれば、それに伴って長期金利が上

がっていると思いますが、幸いなことに日本は

いま、ここのところは、悪循環は生じていない。

しかしながら、これはいつまでもつのかという

ことになっているわけでして、長期金利が上が

らないうちに早く好循環に持っていかなくて

はいけない。経済がよくなって税収が増える、

それと財産健全化の努力とが相まって、長期金

利が上がり出す前に、早くこの好循環に持って

いくということが必要だと思います。 

結局、アベノミクスとしてやらなくてはいけ

ないことは、この3つの好循環をどう起動して

継続させていくかということだと思います。 

宿題となった税と規制改革 

（資料）2ページですが、これは6月に出た

成長戦略の図、政府が描いた絵です。一言だけ

申しあげると、「3つのプラン」ということで、

真ん中に「日本産業再興プラン」、それから「戦

略市場創造プラン」、「国際展開戦略」です。3

つの柱が立って、これにのっとって、いま法律

の制定、改正が行われています。やっぱり去年

の6月に出たこの成長戦略で欠けていたもの、

決定的に欠けていたものが 2つあったと思い

ます。 

1つは、税の話がなかったということ。「六

重苦」のうちの法人税の話がここに載っていな

いということ。もう1つは規制改革ですが、規

制改革という言葉がないわけではありません。

真ん中よりちょっと上の左側に「民間の力を引

き出す」という項目があって、そこに括弧書き

で「規制・制度改革」とあります。しかしこれ

は言葉だけでした。具体的にどんな分野で、ど

こまで何を、いつまでにやるのかという中身が

なかった。そういう意味では規制改革が強調さ

れていなかった。やっぱりこの2つが非常に大

きな問題だったと思います。したがって、去年

の後半、この成長戦略については税のことと規

制改革のことが宿題として残ったままになっ

た。そしてそれが今日に至るまで持ち越されて

いて、ことしの大きなテーマになってきている

ということだと思います。 

それから、次のページ（資料3）をごらんく

ださい。具体的な経済運営をどうするのかとい

うことですけれども、簡単なイメージを描かせ

ていただきました。波線がいわば経済が持ち上

がっていくイメージでございます。3年間をタ

ーゲットにして、まずは図の下半分をごらんい

ただくと、政策、いわば官需によって持ち上が

っていく部分があって、13年度が一番持ち上

がっている。すなわち金融緩和と緊急経済対策

という大きな手を打って、いまそれが効果を上
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げている。足元、大変官需で持ち上がっている

部分が大きいわけです。 

ところが、4月に消費税の引き上げが実施さ

れ、当然それは政策的には景気を押し下げる要

因になる。これをもう一回やらなくてはいけな

いということになりますから、3年間でみれば、

官需の押し上げ効果はどんどん弱くなってい

くという理屈です。 

一方で、上半分をごらんいただくと、こちら

は民需のイメージですけれども、民需は徐々に、

3年の間に盛り上がってくるだろう。その理由

は、大きく3つある。1つが「デフレ状況の改

善による効果」ということで、デフレから脱却

すること、そのこと自体が民需を引き出すこと

につながっていく。 

官需から民需へのバトンタッチを 

それから、上に「成長戦略の効果」というの

がありますが、これは、適切な成長戦略を打つ

ことで民間の力を呼び起こすということがで

きるだろう。 

それから、真ん中に、「財政の質の改善によ

る効果」とありますが、これは政府が同じ金を

使うにしても、もうちょっとうまく使えば民間

経済に効果があるだろう。いわば、歳出の中身

をもっとうまく変えろという話で、こういった

改革を進めることによって民間の力が徐々に

出てきて、3年間の間に官需から民需にバトン

タッチさせていくというのが経済運営の大き

な目標でございます。 

ただ、ここで1つ、この考え方には弱点があ

ります。それが、図の上半分真ん中のところで、

少し雲のようになっている部分、クラウドにな

っている部分がございますが、このクラウドを

発生させなくてはいけないということでござ

います。このクラウドは何かというと、企業収

益の改善に伴って賃金が増える、雇用が増える、

それによって消費が拡大するという雲でござ

います。 

アベノミクスというのは、金融緩和の効果で、

デフレを脱却しようとしているわけですから、

需要供給の関係で、需要が盛り上がって物価が

上がる、賃金が上がるということを想定する前

に、物価の上昇を想定しております。したがっ

て、家計にとっては賃金が増えないのに物価が

上がる、あるいは消費税が上がる、あるいは最

近のことも勘案すれば、エネルギー価格が上が

るというトリプルパンチになりかねない。そう

すると、この3年の間にデフレ脱却といってい

ても、消費が腰折れしてしまえばデフレ脱却に

はつながりません。 

したがって、足元で、特に14年度あたりに、

この雲を発生させなくてはいけない。すなわち、

企業収益がよくなってきて、それに間髪を入れ

ずに賃金の引き上げにつながっていく。賃金が

上がることで消費が伸びて、内需を支えていく

という構図をつくっていかなくてはいけない。

これは「3本の矢」の柱の中には何も出てこな

い話ですが、政策としてこういう雲を発生させ

なくてはいけない。だからこそ、政府は去年か

ら賃上げ、賃上げと言ってきたわけでございま

す。いま、この雲を一生懸命発生させられるか

どうかというところで、1つの分かれ目がある

のだと思います。 

それから、この図に関連して申しあげると、

上半分ですが、15年度ぐらいになると、結構

民需が盛り上がってくるイメージになってお

ります。これを数字に直しますと、2％を超え

る成長ができるようになるというイメージで

ございます。ただし、いま日本は、人口減少、

労働力の減少が続いております。したがって、

短期的に、例えばデフレ脱却局面で2％を超え

る成長をつくり出すことは可能だと思います

が、ではこれから10年、20年にわたって、政

府が目標とする実質成長率 2％を超えるもの

をつくり出していけるのかどうか、ここはこれ

からまだまだ課題が残っているところだと思

います。 

実質成長率2％は可能か 

ちなみに、2％成長しようとしますと、労働

力が減少していますから、その分、生産性を引

き上げなくてはいけないということです。よく

成長会計で考えるときに、成長というのは労働

力の増加と、それから生産性の伸び、この 2

つを足し合わせると成長率になるわけですが、

片方の数字が減少しているわけですから、その

分、労働生産性はうんと伸びなくてはいけない。

では、どのくらい伸びれば2％成長に達するか

というと、生産性だけみると、実は日本のバブ

ル期並みの生産性の伸びがないと 2％を超え

る数字はつくれないということになります。 

バブル期並みの生産性の引き上げをどうし

たら達成できるのかということについて、きち

っと答えを出していかなくてはいけない。短期

間ではなくて、中長期についてもその答えを出
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していかなくてはいけないということだと思

います。 

単純にエンジンをふかしただけでは、一時的

に生産性を上げられたとしても、当然バブルを

引き起こす危険性があるわけでございます。し

たがって、日本の経済体質をうんと変えること

で、より生産性が高い経済に変えていかなくて

はいけない。そのための課題は、1年、2年で

達成できる話ではなくて、より中長期的な観点

から取り組まなくてはいけない課題です。その

辺はまた後ほど申しあげたいと思います。 

いずれにせよ、ここで1つ、雲を発生させる

こと、これが課題だということを申しあげたい

と思います。 

いまのことに関連して少し申しあげたいと

思いますが、そもそもなぜ政府が賃上げについ

て、ここまで労使関係に干渉したのか。介入こ

そしておりませんが、かなり干渉したと申しあ

げても間違いではないと思いますが、実は、過

去を振り返ってみたときの 1つの思いがござ

います。 

政府の賃上げ要求の意味は 

このページ（資料4）、「デフレ継続のメカニ

ズム」と書いていますけれども、日本がなぜデ

フレに陥ったのか。ここはいろんな解釈がござ

います。例えば金融緩和が足りなかったからデ

フレになったという方もいらっしゃれば、中国

や韓国の台頭、これに伴って日本が輸出価格を

下げざるを得ない、それが賃金を下げることに

つながり、デフレになった。あるいは、日本は

人口減少、高齢化社会とパイが縮んでいく中で

デフレになった。有力な3つの説がありますが、

あるいはその組み合わせなのかもしれません。 

そこはまだ議論のあるところですが、問題は、

なぜデフレになったかではなくて、デフレにな

ってしまったというところから始まっており

まして、このページの図で申しあげると、左上、

デフレになってしまったがゆえに、この20年

来、企業収益にプレッシャーがかかりました。

企業収益が減少した。そのときに、経営側が何

をしたかと言えば、当然、リストラ、経営の効

率化をする。それが左下でございます。 

例えば、賃金コストを抑制する、あるいは国

内投資を抑制して、海外投資をする、あるいは

調達コストを引き下げる、いろんなリストラ策

をとった。しかしそれには副作用がついて回り

ます。例えば賃金コストの抑制ということであ

れば、日本企業がやったのは、正規の社員の雇

用はできるだけ維持をするが、賃金は上げない

ということをしました。同時に、非正規雇用を

どんどん増やしていった。その結果、雇用者所

得ということでみると、実はこの10年来相当

減ってしまった。減ってしまったがゆえに消費

が低迷して、それが内需の低迷につながった。

この図で言うと真ん中あたりに向かう矢印で

ございます。それから、もちろん国内投資を抑

制することも内需の低迷につながった。 

それから、もう1つのマイナスの効果が、ず

うっと国内投資を抑制する、それからリストラ

の中で人材投資も抑制してきました。その結果、

右下ですが、投資を抑制してきた結果、イノベ

ーション力の低下につながった。それが生産性

の低下を呼び、国際的な競争力の低下につなが

る。そうすると、売上が伸びない。だから企業

収益が伸びないという、また最初に戻ってくる

わけで、デフレ下でこの負の循環ができてしま

った。これがデフレからなかなか抜け出せない

メカニズムでしょう。 

したがって、こういう本当に負の循環がどこ

まで強かったのかというのはまだ議論のある

ところですが、こういう仮定に立てば、今度は

逆にデフレから脱却しようとするときには、い

ませっかく企業収益がよくなってきましたの

で、ここで負の循環とは逆のことをする。すな

わち、思い切って賃金を上げていく、あるいは

リスクをとって投資をしていく。そのことによ

って、この負の循環をプラスの循環に変えてい

くことが望ましいのではないかということで

す。政府として、あえて労使間に干渉して賃金

の引き上げあるいは投資の拡大、そんなことを

求めているということでございます。 

ここには幾つか従来とは違うことがありま

す。1つは、企業にとってはデフレ下で経営の

効率化、リストラをすることは正しい選択だと

思います。しかしながら、そういうミクロの選

択が積み重なるとマクロとしてはマイナスに

なる。すなわち合成の誤謬が起きていたのでは

ないかということで、これをプラスに変えよう

ということ。 

それからもう1つは、労使間の交渉に政府が

介入することですが、こういうふうにデフレの

メカニズムが続いているようなときには、あえ

て干渉するということもすべきではないかと

いう発想の転換をしているということでござ

います。 
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かつて、世界をみてみますと、逆に賃金が上

がり過ぎてきたときに、政府が介入して所得政

策をとって、これをおさめたというケースが幾

つかあります。今回は、そういう意味では逆の

ケースなのでしょう。「逆所得政策」と申しあ

げてもいいような形で政府が動いているとい

うことでございます。 

もちろん、これはいつまでも許されることで

はありません。政府が、ある程度干渉すること

で賃金を上げることを求めたとしても、１回目

はそれでいけるかもしれませんが、2度、3度

と持続的に賃金を上げていくためには、やっぱ

り企業収益が伸びていく、あるいは生産性が伸

びていかない限り無理なわけです。そういう意

味では、2度、3度賃金を上げていく、雇用を

増やしていくためには、政府はやっぱり一方で

成長戦略にきちんと取り組み、生産性そのもの

が伸びる素地をつくっていかなくてはいけな

い、そのトリガーを引くという意味で、以上の

ような考え方をしているということでござい

ます。 

そのために、政府は法人の復興増税を1年前

倒しして廃止しました。したがって、そこを原

資にして賃金の引き上げ、あるいは雇用の拡大

に使ってほしいと、そんな飴も用意して、あの

手この手で賃上げを求める。政労使会議という

のも開いて、その中でデフレから脱却するため

の好循環をつくることの必要性、これを議論さ

せていただきました。 

ただ、後ほど申しあげますが、労使の問題と

いうのは、賃金を上げれば済むというお話では

なくて、それ以外にもいろいろやらなくてはい

けないことがありますので、それはことし以降、

また議論しなくてはいけないということだと

思います。 

オリンピックを「第4の矢」に 

それから、「3本の矢」以外ということで、

もう 1つのトピックスを申しあげたいと思い

ます。それがオリンピックでございます。 

オリンピックは決して偶然東京に来たわけ

ではなくて、かなり用意周到に政府が1年間動

いてきた。その結果、オリンピックが呼べると

いうことになったわけですが、政府の課題は、

これを東京のイベントにするのではなくて、日

本全体のイベントにする。そして、できれば「第

4の矢」にするということだと思います。 

真ん中に「我が国の強み」ということで、「勤

勉性、協調性、思いやりの心」、いわゆる“お

もてなし”、それから「多様な文化芸術や優れ

た感性」、「ものづくりの基盤技術」、「安全・安

心の社会」、いろんな強みを挙げさせていただ

いていますが、これを形にして、世界にアピー

ルしていく。結果的に、例えば観光客が倍増す

る、3倍になる。あるいは日本の食をもっと世

界にアピールして稼いでいく。いろんな効果が

あると思いますが、そういうことをこのオリン

ピック・パラリンピックの誘致を契機に、キャ

ンペーンとしてやっていきたい。 

したがって、結果として20年があるのでは

なくて、20年に向けて 1つの大きなキャンペ

ーンにしていきたいということでございます。

まだ具体的な提言はほとんどできていないわ

けですが、諮問会議としては、以上のような考

え方のもとで、できるだけ民間の提案も集めて、

1つの大きなキャンペーンみたいなものをや

っていきたい。そして、官民合わせて「第 4

の矢」にしていくような大きな流れにしたい。

既存の政策を総動員すること、あるいは地域活

性化に向けた地域の知恵を引き出すというき

っかけにしていきたいというふうに考えてお

ります。 

潜在力生かせていない観光、農業 

一番よく出てくる例が、観光客です。去年、

インバウンド、日本に来る観光客は1,000万人

を超えたと喜んでおりますが、1,000万という

レベルは、世界の中ではたしか30数番目のレ

ベルにすぎません。アジアの中でも10番目ぐ

らい。もっと大量の外国人観光客を呼んでいる

国は多々あるわけでして、日本の潜在力からす

ると、1,000万というのはいかにも少ない。こ

れを倍増、3倍増させることは、東京だけでは

なく、日本全体、地域全体が潤うことにつなが

っていくというふうに思います。 

あるいは食文化。よく言われますが、例えば

農業の輸出ということで考えてみても、日本は

農産物の輸出はほとんどできていない。例えば、

果物ですが、日本は果物を大量に輸入している。

その代表例がバナナ。年間400億円を超える金

額のバナナを輸入しています。第2位がキウイ。

これが 300億円を超える金額で輸入していま

す。一方で、一番輸出しているのがリンゴなの

ですが、何と輸出金額33億円、輸入金額と桁

違いです。事ほどさように、日本の食文化ある

いは農産物の潜在力は生かされていないとい

うことなんだろうと思います。 
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あるいは、最近、テレビを見ていて気がつい

たことですが、「和牛」というブランドで、オ

ーストラリアが世界の中間層より上のところ

を狙って肉を輸出している。決してこれは違法

ではないわけですが、一方で日本は、産地別の

輸出を一生懸命やっている。「松坂牛」とか「宮

崎牛」とかというブランドで出している。結果

的にハイエンドのマーケットはとれているけ

れども、ミドルよりちょっと上のところのマー

ケットはみんなオーストラリアにとられてし

まっている。これなどはマーケティングのまず

さだと思います。そんなことも含めて、潜在力

を生かし切れていない。ここをどう顕在化させ

るか。この2020年をターゲットにして日本を

変えていくための「第4の矢」にしたい。 

したがって、ほかのいろんなことについても、

この2020年をターゲットにしていろんな改革

を進めていく、その1つにしたいというふうに

考えております。 

それから、「3本の矢」以外ということで、

もう1つトピックを申しあげたいと思います。

それは、言うまでもなく語られていない矢、す

なわち財政健全化ということでございます。安

倍政権は経済の活性化と財政の健全化、これを

2つの大きな目標にしているわけですが、矢と

しては明示的に語られておりません。しかしな

がら、ご案内のとおり、極めて厳しい現実がご

ざいます。このページ（資料6）の図は、基礎

的財政収支、国債の発行利払い償還を除いたも

のですが、これでみると、いかに日本の赤字が

構造的であるかをおわかりいただけます。 

91年、この年は非常に赤字が小さかったの

で、そこを起点にして、赤字がどう開いてきた

か、膨らんできたかというのをごらんいただい

ていますが、問題は棒グラフでございます。90

年代の赤字というのは、経済が悪いことに伴う

税収の減、あるいは減税に伴う税収の減、これ

が斜線の部分です。それから、塗りつぶしてあ

る部分が、非社会保障支出、まあ人件費だとか、

そういったものが膨らんだことによる赤字の

拡大、そして一番上のオレンジ、格子の部分が

社会保障支出の拡大によるものでございます。 

90年代というのはこの 3つが赤字要因にな

っていましたが、2000年代に入って、小泉政

権のころから様子が変わりました。非社会保障

支出をどんどん削った結果、こちらは赤字を縮

める要因になりました。しかし、最近また変わ

ってきていまして、もう非社会保障支出は、こ

れ以上赤字を縮める要因にはならない。一方で、

社会保障支出が構造的に膨らんでいくという

構図になってきた。一方で、税収減は相変わら

ず続いているということでございます。 

アベノミクスのもとで景気がよくなってき

ましたので、赤字は縮んできております。2009

年がピークですが、政府はこの赤字をＧＤＰ比

で15年度に半減するという目標を立てていま

す。私はこれを達成するめどはつきつつあると

思います。それはやっぱり歳出を抑制している

ことに加えて、税収が伸びていること、これが

大きいと思います。 

今後も経済がよくなっていけば、この斜線の

部分は小さくなっていく、あるいはプラスに転

じていくこととも期待できると思いますが、問

題はこの格子の部分でございます。いまや基礎

的財政収支の赤字の半分以上を占める社会保

障支出の赤字、ここをどうするかということに

手をつけなくては赤字がなくならないわけで

ございます。そういう意味では、2020年、黒

字化といいますけれども、やはりこの社会保障

支出のところに手をつけずして黒字化はあり

得ない、あるいは黒字化を達成するためには、

追加的な増税なりが必要になってしまうとい

うことなのではないかと思います。 

歳出抑制の努力続けよ 

したがって、対処するためには、歳出につい

てさらなる切り込みをしていく、とりわけ社会

保障、あるいはそれ以外の分野でも切り込みを

していく。加えて、成長することで税収を伸ば

していく。それでも不足米（たらずまい）につ

いては増税ということも考えなくてはいけな

い。別に私が申しあげるまでもなく、そういう

形でこれからも物を考えていなくてはいけな

いのではないのかなと思います。 

ちなみに、歳出を抑制するということについ

て、私は社会保障支出のところを強調して申し

あげましたが、それ以外にもまだ余地はあると

思います。 

例えば、去年から諮問会議でさんざん言って

きたことですが、政府がＩＣＴにかかわる投資

を毎年1兆円ぐらいしてきました。ところが、

その効果が十分に上がっておりません。ＩＣＴ

投資をすることで業務の効率化などを進める

ことで 1兆円ぐらいのお金を浮かせることが

できると言われておりますが、言われているだ

けで実際には効果は出ていない。1兆円出ると

言われているんだから具体的に取り組んでく
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ださいということで、ＩＣＴ投資の見返りとし

て行政コストを1兆円下げる、これを明確に織

り込んで、目標にして工程表化してくださいと

いうことを諮問会議で年初早々申しあげ、新藤

義孝総務大臣にお願いしたという経緯もござ

います。ですから、社会保障だけではなくて、

それ以外の分野でも歳出を効率化する、重点化

していくことの余地は、まだまだ私はあるので

はないかと考えております。 

以上、おさらいということで、これまでの流

れを申しあげました。 

続いて、では今度はもう少し前をみます。こ

とし「骨太」を6月に出すわけですが、そこに

向けて、諮問会議として、あるいは安倍政権と

して、こんなことが課題ではないかということ

を申しあげたいと思います。できれば、これか

ら申しあげるようなことを、「骨太」の中に盛

り込みたいと思います。ただ、これはあくまで

も私は民間議員の一人として、私見で申しあげ

ることですので、それがそのまま諮問会議ある

いは政府の方針になって盛り込めるとは限り

ません。が、こんなところがテーマだろうとい

うことで、幾つかの論点を申しあげたいと思い

ます。 

次のページ（資料7）をごらんいただきたい

と思います。きょうは7つばかり論点を申しあ

げたいと思います。少しずつ順番に申しあげた

いと思います。 

まず1番目の論点が、税制改革でございます。

このページの上の四角の中でございます。ちな

みに、税制改革と2番目の規制改革、これが先

ほど申しあげましたが、成長戦略の中でまだ宿

題として残っている部分と理解しております。

もちろんそれ以外にもいろいろあるわけです

が、大きな項目としてこの2つが大きいのでは

ないかと思います。 

最初の税制改革ですけれども、括弧書きで、

（法人税パラドックス）と書かせていただきま

した。法人税の実効税率を引き下げる議論でご

ざいます。外資を呼び込むために、あるいは日

本の企業を活性化させるために、法人税を下げ

るということが1つの大きな成長戦略の柱、総

理も意欲を示しておられるわけですが、これを

具体的にどう実現するのかということが課題

でございます。 

ちなみに、いま日本の法人実効税率は 36％

台だったと思います。諸外国は 25％ぐらいま

で下げておりますので、例えば25を目標にす

るのであれば、10ポイント法人税を引き下げ

なくてはいけない。ところが、法人税を1ポイ

ント下げますと、その分税収が減ります。税収

の減少幅は、ちょっと前までは4,000億円と言

われていたのですが、最近、その数字がちょっ

と膨らんできていまして、4,700億円と言われ

ています。したがって、10ポイント下げよう

とすれば、最低でも4兆円、5兆円近いお金が

必要になってまいります。税当局にしてみれば、

その財源はどこから捻出するんですかと、財源

もなく減税してしまえば、当然、その分恒久的

に財政に穴があきます。財政健全化を進めてい

く中で、それは許容できないわけです。 

したがって、考え方としては、まず考えられ

るのは、税収中立ということです。実効税率は

下げても構わない、しかしながら、その財源を

どこかから見つけてこなくてはいけないとい

うことです。例えば、租税特別措置、業界、業

種別、あるいは中小企業に対する措置、これが

1兆円弱ありますから、こんなものを見直す、

あるいは損金の繰り延べ、これがいま最長 9

年でしょうか、ございますが、これも2兆円以

上、たしかに減収になっています。このほかに

も幾つか、いまの法人税から優遇されていると

いうか、減税になっている部分があります。こ

ういったところを見直していく。 

あるいは、いまは投資減税なども行われてい

るわけですが、こういったものも見直すことで、

結果的に課税ベースを拡大する。そしてそこで

財源が捻出できるのであれば、その見合いで減

税をするということは考えられるのではない

か、税率を下げることはできるのではないかと

いうことです。これはあくまでも税収中立とい

う考え方に沿った場合でございます。 

「法人税のパラドックス」は起きないか 

しかしながら、税収中立でどこまで下げられ

るんだろうかということになると、必ずしも答

えは見えません。そこで、諮問会議の民間議員

としては、税収中立というところからさらに踏

み出すべきではないかと議論しております。例

えば経済が成長していけば税収が伸びていき

ます。それを、そこまで含めて1つの見返りと

して法人減税をすべきではないかということ

を考えている、あるいはそういう議論があると

いうことでございます。 

このページに図が幾つかございますけれど

も、例えばこの図の4つの中の右下の図をごら
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んいただきます。ドイツですが、上の赤い部分、

これが法人実効税率で、ドイツは過去2回大き

く、01年と08年だったと思いますが、税率を

引き下げております。ところが、下のブルーの

部分がＧＤＰ比の税収ですが、税率引き下げに

もかかわらず、税収は落ちていないどころか、

足元はちょっとよくなっております。これがま

さに「法人税のパラドックス」でございます。

税率は下げているんだけれども、税収は減らな

い。こういうパラドックスが、日本でも起こせ

ないだろうかということでございます。 

ただし、話はそう簡単でもなくて、ドイツは

なぜ税収が増えたかというと、ドイツの場合に

は、例えば減価償却制度、あるいは定率償却制

度などを見直す、それから支払利息の損金算入

を制限するとか、いろんなことをやる。あるい

は「法人なり」。つまり個人で所得税を払って

いた方が、法人になるということによって法人

税を払うようになる。結果的に、見かけ上は法

人税が増えるわけですが、そういったケースも

あって、税収が増えている。だから、これは税

収全体でみると増えていないのかもしれませ

んが、いずれにせよ、そういう課税ベースの拡

大につながるようないろんな手を打ったので

結果的に税収が落ちていないというのがドイ

ツの例でございます。 

では、日本でも同じことができるかというと、

さっき申しあげたように、日本も租税特別措置

だとか、いろんなものを見直すことでできるわ

けです。しかし、それだけではなくて、もっと

税率を下げられないかということを、いま考え

ております。 

ドイツで起きた法人税のパラドックス 

ここにはドイツの例しか持ってきていない

のですが、ヨーロッパでほかの国の例をみると、

実は、課税ベースの拡大ではなくて、経済がよ

くなることで税収が増えた国が幾つかござい

ます。ヨーロッパの外で言うと、カナダとかオ

ーストラリア、ヨーロッパの中でもベルギーと

かデンマークとかポルトガル、こういった国は

税率を下げたのだけれども、税収が伸びた。そ

れは課税ベースを拡大したからではなくて、経

済がよくなって、結果的に法人が元気になって

法人税収が伸びたという国の例でございます。

そういう意味では、日本で経済をよくすること

で税収が伸びる、だからそれを見合いにして減

税をしていくというようなことができないだ

ろうかということ、これが「法人税のパラドッ

クス」という考え方でございます。 

この議論はすぐに決着するわけではなくて、

これから党の税調、政府の税調、いろんなとこ

ろで議論されていくと思います。単に税の議論

だけではなくて、歳出のことや経済成長にかか

わることでもございますので、諮問会議として

も議論に一枚かませてもらいたいというふう

に考えております。 

ちなみにドイツも、課税ベースの拡大をいろ

いろやったのですが、同時に歳出の削減もやっ

ています。そういう意味では、法人減税に必要

な財源を、税制改正だけではなくて、歳出を削

るということからも捻出していると言ってい

いと思います。歳出にもかかわることなので、

幅広い観点から法人税減税を考えていかなく

てはいけないのではないかと思います。 

次のページ（資料8）をごらんください。い

まくどくど申しあげたことをもう一回申しあ

げると、上下に分かれていますが、上の段は「Ｅ

Ｕにおける法人税率と法人税収の関係」です。

特にドイツを念頭に置いていますが、ヨーロッ

パで法人税のパラドックスが起きた背景とし

て、税率を引き下げたんだけれども、同時に①

課税ベースを拡大させて、実効税率の低下が抑

制された②事業者の「法人なり」を誘発した。

個人から法人になって法人税を納める人が増

えたということ。この2つのことが大きくて税

収が増えたんだということを、ここでは言って

おります。 

真ん中に図式がございますが、ＧＤＰ比でみ

た法人税収が増えている。考え方としては「マ

クロの実効税率」、これは一種の課税ベースの

拡大とみていいわけです。「法人部門シェア」、

事業所得分の法人所得というのは「法人なり」

の要素。最後が「事業規模」。ＧＤＰ比の事業

所得。これは経済がよくなればここは増えてい

く。そういう意味では、課税ベースの拡大要因

と「法人なり」要因、経済がよくなることによ

る効果、この3つで税収が増えていく。ドイツ

の場合は特に前者2つで主に増えたんだ、とい

うのがヨーロッパで言われていることです。で

も、ドイツ以外の国をみると、この3番目の事

業規模が大きくなることで増えているケース

も結構あると思われます。 

一方で日本ですが、日本は、いままで法人税

率を下げた経験がありますが、そのときには、

課税ベースの拡大ということをやっていない。

それから、そもそも経済が低迷していたという
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こともあって、結果的に税収はかなり減ってし

まいました。ですから、いままでの経験から言

えば、法人税のパラドックスが日本では起きて

いないわけですが、それがこれから日本で果た

して起こせるのかどうか、そんなところがこれ

から議論になってくるというふうに思います。 

いずれにしましても、法人税のことを議論す

るときに、所得、あるいはさっき申しあげた損

失の繰り延べ制度、こんなことも含めた課税ベ

ースの見直しということをどういうふうに考

えるのかということ、それから成長との兼ね合

いである税収をどうみるかということ、それか

ら歳出の削減によって減税の原資を捻出する

こと、そういったことも含めて総合的にこの税

の議論をしなくてはいけないのではないかと

考えております。これがやっぱり当面の非常に

大きなテーマだと思います。 

必要な総合的な税議論 

私はいま法人税のことばかり申しあげまし

たが、税ということであれば、実は、家計の税

のこともこれから問題にすべきだというふう

に思います。これはまた後ほど労働のところで

申しあげたいと思いますが、女性の活躍を促す

ためには、「103万円の壁」、それから「130万

円の壁」、これを克服すること、これも1つの

大きなテーマだと思います。そこもこれから議

論すべきではないかなというふうに思います。 

ちょっとごたごたといろいろ申しあげまし

たが、以上が税制改革にかかわる論点でござい

ます。 

それから、上の四角の中の2つ目のテーマ、

規制改革ですが、ここは「岩盤規制」と言われ

るものが農業、医療、雇用です。ここをいま政

府は、特区を突破口にしております。これから

ここが具体的な中身がどう出てくるかが課題

です。どちらかというと産業競争力会議と規制

改革会議のテーマだと思いますが、諮問会議と

しては、この中で、医療と雇用についてはより

積極的にかかわっていかなくてはいけないと

思います。 

医療は、単純に規制という観点だけではなく

て、やっぱり医療費の伸びをどう抑制していく

かということが1つの大きなテーマですので、

そういう観点から諮問会議としては考えなく

てはいけないと思います。 

雇用については、例の解雇規制の話になりが

ちですが、それは考えなくてはいけないテーマ

のうちのごく狭い範囲にすぎないわけでして、

より広く、労働市場の改革ということについて

考えていかなくてはいけないと思います。単な

る規制の改革だけではないと思います。したが

って、この分野でも諮問会議が積極的にかかわ

っていかなくてはいけないのではないかとい

うふうに考えているということを申しあげた

いと思います。 

雇用について、ここに詳しくは書いてないの

ですが、敷延させていただきますと、先ほども

申しあげましたが、去年は賃金を引き上げると

いう観点で諮問会議は貢献をさせていただき

ました。ことしは、雇用ということで言えば、

やはりポイントは非正規の方の処遇の改善、こ

れが非常に大きなテーマだと思います。ただ、

非正規の問題をずうっと詰めていきますと、正

規の社員の方の働き方の問題に行き当たりま

す。正規社員というのは、無期限、無限定に働

くことを期待されているわけですが、そこから

派生している、例えば長時間労働の問題、こう

いったところの是正などにも取り組まなくて

はいけません。非正規の問題ではない正規の働

き方まで含めた労働市場の改革をしなくては

いけないというふうにも思います。 

人的投資の拡大を 

さきほどデフレの継続の中で人的投資が抑

制されたということを申しあげました。過去

10数年、企業は賃金を上げなかった、あるい

は非正規を増やしただけではなくて、人的投資

も随分抑制してきた。その結果、人材の高付加

価値化が遅れ、それが日本の産業の競争力の低

下、あるいは新分野を創出する力の低下にもつ

ながっているというふうに思います。そういう

意味では、人材投資を拡大すること、これも1

つの大きな雇用にかかわるテーマだというふ

うに思います。そういった論点から、雇用の問

題を考えてまいりたいと思います。 

去年は、政労使会議という場で賃金のことを

議論しました。とりあえず政労使会議は一旦終

わっていますが、個人的には、また政労使会議

をことし復活させて、その場で非正規のこと、

あるいは正規のこと、それから人材投資のこと、

加えて女性の働き方の問題、こういったところ

の議論を引き続き政労使でやりたいというふ

うに考えております。 

ただ、政労使の場合は、労使がともに水飲み

場に来ていただけませんと議論になりません。
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私がやりたいと申しあげても簡単にはできな

いわけですけれども、まあ希望としてはそれを

やりたいということでございます。 

続きまして 3つ目の問題ですが（資料 9）、

社会保障の持続性の確保ということです。先ほ

ど財政のことをごらんいただいたときに、やっ

ぱり社会保障の改革抜きには財政の健全化は

できないということを申しあげました。そうい

う意味では、この社会保障の持続性の確保、裏

返すと社会保障の支出の伸びの抑制、やっぱり

これが歳出面での最大の取り組み項目、課題だ

というふうに思います。 

課題は非常に大きいわけでして、図が下に2

つございますが、左側が我が国の人口構造の変

化で、高齢者比率がどんどん上がっていく。も

う1つ、ご着目いただきたいのが、右側の図で

ございまして、これもまあ当たり前といえば当

たり前なのですが、75歳以降になると、医療・

介護費がぐーんと増えるという図でございま

す。 

医療・介護費のピークは25年、30年 

ここから言えることは、いま私どもは社会保

障の議論をするときに、2020年を 1つのター

ゲットにしてものを考えております。ところが、

いま団塊の世代が引退世代になり、団塊の世代

の方が後期高齢者になるのが2025年前後にな

ってくる。そして、医療・介護の伸びは、2030

年、35年にかけてピークになるわけです。し

たがって、2020年までの議論だけでは、実は

物事は解決したことにならない。その後まで含

めた議論をしなくてはいけないということだ

と思います。 

そういう考え方のもとで、具体的に申しあげ

れば、いかにしてこの社会保障の伸び、中長期

的な伸びを抑制するかということだと思いま

す。いま、医療・介護関連、社会保障、公費で

約 20兆円、これが毎年 3％ぐらいずつ伸びて

いるわけですが、これをどこまで抑制できるの

か。できればことし、ある程度の大きな絵を描

きたい。3％伸びているものをもう少し抑制す

る。そのためにどんなメニューがあるのか、ど

のくらいの効果があるのか、そういうことを示

しながら、これから国民的にこれを選択してい

かなくてはいけないということではないかと

思います。 

この分野は非常に多岐にわたって難しいの

で、簡単には言えないのですが、例えば、よく

言われるジェネリック。これは日本が大変普及

が遅れていると言われていますが、欧米並みに

ジェネリックの普及率が上がれば、それだけで

薬剤費が約 1兆円削減できると言われており

ます。効果までわかっているわけですから、こ

れを進めたいわけですが、現実はなかなか進ん

でいないということでございます。 

少し話がそれますが、この分野で大変頑張っ

ているのが、広島県呉市でございます。ここは

人口25万人、典型的な地方都市で、高齢化も

進んでいる、国民健康保険が大変な赤字でござ

います。数年前から改革に取り組んでおりまし

て、やったことが、レセプトのデータベース化

でございます。レセプトを丹念に研究すること

で、いろんな措置を打ち出すことができる。真

っ先にやったのが、後発医薬品がありながら、

後発医薬品を使っていない患者に対して差額

が幾らだ、あなたはいま先発医薬品を使ってい

ますが、後発医薬品に変えれば、あなたの薬剤

費はこれだけ減りますよ、という通知を、一生

懸命に送り続けた。それを3年ぐらいやった結

果、患者がどんどん後発医薬品に切りかえてい

った。その結果、いま8割ぐらいの方がちゃん

と後発医薬品を使うようになった。それだけで

年間 1億円ぐらいの薬剤費だけの削減効果が

上がっている。 

医療費削減の様々な工夫 

あるいはレセプトをデータベース化すると、

いろんなことがわかる。例えば、頻回受診をし

ている方がわかる。1カ月に何回も病院に行く

方ですが、呉市の場合は、1カ月に 31回病院

に行ったおばあちゃんがいた。31回というと、

毎日行っているように思いますが、でもお医者

さんも休みの日があるわけですから、1日2回

も3回も行っている日がある。これを健康指導

して、31回を11回に減らすことができた。こ

れだけでも大変な節約になるわけです。重複受

診についても言えるでしょう。 

それから、病気が重症化する前。例えば糖尿

病、あるいは腎臓病、これが重症化する、人工

透析になれば、年間何100万というコストがか

かる。重症化する前に健康指導でとめることが

できれば、大変な医療費の節約になる。こうい

ったことがみんなレセプトのデータベース化、

オンライン化、分析、これでできる。そのこと

はもう十分わかっているし、やった例もある。

しかしながら、それが全国に普及していない。

どうやったら普及できるのか、あるいは普及さ
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せるためのインセンティブは何なのか、そうい

うことを考えなくてはいけない。 

あるいは、いま薬価は2年ごとに見直してい

ます。おもしろいことに、薬価を見直すと、そ

こで薬価が自動的に下がるので、その差額が実

は診療報酬の中に入っていっている。でも、こ

れっておかしな話ですので、もっと薬価を頻繁

に見直すとか、あるいは厚労省が目標としてい

る病床よりも、例えば緊急の病床はうんと増え

過ぎてしまっていて、大変コストがかかってい

る。これをどうしたら望ましい量に変えていく

ことができるかとか、いろんな手だてが考えら

れるわけです。どういう手だてをとればどのく

らいのコスト抑制になっていくのかを、ある程

度めどをつけ、実行に移していくということを

これからやらなければいけないと思います。 

まだ諮問会議でこれができておりません。自

民党政権のもとで諮問会議ができて10数年に

なりますが、この医療・介護の問題というのは、

ずうっと必要性が言われていながらきちっと

した答えが出ていない。一時、小泉政権下でキ

ャップをはめて抑制するということをやりま

した。シーリングをやった。年間、自然増 1

兆円を2,200億円分抑制する。シーリングをか

けて、これを5年間続けるということをやった

わけですが、結果的には3年しかもたなかった。

制度改革なしにシーリングをかけたのでは、い

ろんな問題が出てきます。やっぱり制度改革を

やりながらシーリングをかけていくというこ

とをしないといけない。ある意味では諮問会議

にとっても最大のテーマだと申しあげてもい

いのだろうと思います。 

それから、このページの上の四角の中に「エ

ネルギー問題」と書かせていただいていますが、

これは原発のことでございます。是非の問題と

いうよりは、産業界からみた場合に、エネルギ

ーコストが高いことが国内投資を抑制するこ

とにつながってしまっている。ここにどう答え

を出していくのかということが課題としてあ

るということでございます。 

「六重苦」から「三重苦」 

いま、私、4つまで申しあげましたが、よく

考えてみると、安倍政権ができる前に、「六重

苦」と言われておりました。「六重苦」のうち

円高は是正が進んだ。それからＴＰＰはいま仕

掛かりで進めている。それから過度な環境規制。

これは原発問題のときに吹っ飛んだわけです

が、そういう意味では「六重苦」のうちの 3

つについては結果的な取り組みが進んでいる。

しかし、まだ3つ残っている。それが税の問題、

法人税が高いという問題であり、エネルギー問

題であり、労働市場の問題である。やっぱり、

そういう意味では、「三重苦」に引き続き取り

組んでいかなくてはいけないというふうに考

えていただいてもいいのかなと思います。 

次の問題が、人口の問題でございます。お話

がここ 5年、10年ばかりの話でしたが、ちょ

っともう少し視野を長くしてみたいと思いま

す。 

図（資料 10）をごらん下さい。これは長期

の人口の推移と推計でございますが、一目瞭然

で、日本は、この100年の間にものすごい勢い

で人口が増え、これからの100年で同じような

傾斜で人口が減っていく。ほぼ確定していると

いうことでございます。 

ちなみに、2060年をちょっと考えてみまし

た。100年後といっても全く想像つかないので、

50年後ということで考えてみても、2060年に

は人口は8,600万人台、いまから4,000万人も

減ってしまいます。これの意味するところは何

か。やはり人口減少、それに伴う労働力の減少、

これが非常に大きな問題だと思います。 

人口減少下での成長シナリオは？ 

最近、海外のメディア、あるいは海外の投資

家から言われるのは、「アベノミクスは成功す

るかもしれない。短期的に日本の成長率2％を

超えるところまで行くかもしれない。しかし、

中長期的に日本の成長をどうやって維持する

のか。人口減少下で、どうやってそれを維持で

きるのか。労働力が減少する中で維持できるの

か。そこに対する答えは何だ」と言われるわけ

です。日本はまだそこについての答えがないと

いうふうに思います。 

労働力確保についてはいろんなことが言わ

れておりますが、1つ考えられることは、女性

と高齢者の活用ということです。これはまさに

いま、大きな取り組み課題になってきている。

2つ目に外国人の問題。受け入れ枠の拡大とい

う考え方もあると思います。そして、3つ目の

政策として、少子化対策。少子化対策が一番あ

る意味では政策としては難しいものだと思い

ますが、この3つのことについて、日本はこれ

からよく考えなくてはいけないと思います。 

まず女性、高齢者のことで考えると、女性が
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活躍する社会は、労働力が増えるだけではなく、

豊かになり、成長率も高く、生産性も上がって

いくということだと思います。いかに女性が働

ける社会をつくるかということが経済のパフ

ォーマンスをよくすることにつながる。これは

コンセンサスだと思いますが、ではどうすれば

女性に働いていただけるのか。待機児童の問題

のみならず、男性の働き方までも話は及んでい

くと思います。 

先ほど、労働市場の改革のところで長時間労

働のことを申しあげましたが、男女格差、男女

のパフォーマンス格差がなぜ生まれてくるか

というと、男性の労働時間が極めて長いことが

理由としてあげられます。一方、女性の労働時

間は限られる。結果として差が生じるのではな

いか。むしろ、例えば長時間労働を是正し、男

性が労働時間を減らすことで、それを育児に振

り向けたり、介護に振り向けたりする。そのこ

とは結果的に男女平等にもつながると思いま

す。そういう意味で、女性の働き方を変えるた

めには、日本の労働市場全体を変えなくてはい

けないということだと思います。 

外国人の問題ですが、足元、すでに建設労働

者の不足が相当問題になってきて、これの受け

入れを拡大する方向で動き始めました。しかし、

よく考えてみると、これから10年、20年の間

に日本は介護労働、農業、それから家事、女性

が外に出れば出るほど家事が必要になる。そう

いう分野で労働力が極めて足りなくなる。ここ

の部分をどれだけ外国人で埋めるかというこ

とを考えなくてはいけないと思います。 

外国人労働者受け入れ議論を 

ところが、日本はいままで、高度人材という

定義でしか受け入れておりません。一方で、い

わゆる低賃金のスキルのない労働者、これは受

け入れないという方針でした。では、建設労働

者や農業従事者は単純労働か。私はそうではな

くて、彼らは熟練労働だと思います。スキルド

ワーカーだが、高度人材でもない、未熟練労働

でもない分野、そこの分野をどうするかという

議論をもうちょっときちっとしなくてはいけ

ないのではないかと思います。 

しかしながら、それでも外国人を受け入れる

ことには限度がありますので、当然、そういう

施策と同時に少子化対策をとらなくてはいけ

ないと思います。ただ、これも難しい。この図

（資料 10）をあらためてみていただきたいの

ですが、これは推計といっていますが、ほとん

どこうなることがわかっております。特に、こ

れから先の下り坂をどこかでとめようと思え

ば、出生率を上げなくてはいけません。 

ちなみに、これは単純なる逆算から出てくる

のですが、2100年よりも前、例えば2060年ぐ

らいに、もうこれ以上人口は減らさないという

目標を立てたとします。そうすると、その目標

を達成するためには、出生率を上げなくてはい

けないのですが、どのくらい上げるかというと、

これから10年の間に、いまの1.4ぐらいの合

計特殊出生率を2.07超まで上げなくてはいけ

いない。ちなみに2.07というのは、日本の場

合、これよりも出生率が高ければ人口は増える、

これよりも低ければ人口は減るという水準で

す。10年の間に 2.07まで上げられるか。30

年、40年かけてここまで落ちてきたのを10年

で上げることができるのか。 

そもそも出生率の目標そのものを掲げるこ

との是非もあると思います。韓国やシンガポー

ルは、出生率をＯＥＣＤ並みに上げるというこ

とで1.7ぐらいを目標に、いまいろんな施策を

打っています。日本も本当はそれどころではな

くて、2を超えるところまで上げなくてはいけ

ないわけですが、そういう目標を掲げ、政策の

優先順位を決めてやっていくのかどうかも考

えなくてはいけないのではないのかと思いま

す。 

この辺はまだこれから議論しなくてはいけ

ないわけですが、労働力の確保、あるいは成長

の維持ということのために、いまから議論して

いかなくてはいけないのだと思います。 

よく出生率を上げるために、フランスのよう

な支援の仕方はどうかと言われますが、釈迦に

説法ですが、フランスは、いわゆる法律で結婚

している方以外に事実婚の方がいらっしゃる。

その方の子どもたちに対する支援を強化した

わけですが、フランスは事実婚の世帯というの

がものすごく多いのです。日本は事実婚の世帯

はそんなに大きくないと思うので、そこの支援

だけをしても、多分フランスと同じような効果

は上がらないと思います。より日本に効果のあ

る施策を考えなくてはいけないということだ

と思います。 

続いて、人口減がもたらす問題ということで、

労働力以外のことについて、次のページ（資料

11）で触れさせていただきたいと思います。地

域、地方の問題でございます。これから50年
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の間に人口が 4,000万人減ると申しあげまし

たが、これは日本で均一に減るわけではなくて、

地方で特に激しく減っていきます。 

深刻な地方問題 

いま地方で特に高齢化していますが、これか

ら人口が激しく減るのが地方でして、左側の図

は、これから30年で2040年までに100以上の

市町村で人口が半減するという試算です。もし

もこれを2060年まで延ばすと、何と日本のほ

とんどの都市で人口が半減してしまうという

答えになります。 

それから、よく言われるのが、いま人が住ん

でいる地域の約2割が無人化するとか、人口が

半減するということを別の言い方をすると、い

ま日本に 1,700を超える市区町村のうち 500

以上は消滅して、なくなるだろうということで

ございます。 

したがって、そういう中で地域経済の活性化

なんていうのはあり得るのかという問題が出

てまいります。多分その答えは、中核都市にも

っともっと人を集める、すなわち集住する、そ

れから都市をネットワーク化していく、そうい

う答えだと思います。あるいは、それでもヒ

ト・モノ・カネを外から持ってこないと多分活

性化しないので、どうやってグローバリゼーシ

ョンの波に乗っていくかということも含めた

地域のあり方、あるいはまちのつくり方を考え

なくてはいけません。よく出てくるのが富山市

ですが、富山市は、周辺部に住んでいるお年寄

りに補助金を出して、まち中に住まわせるとい

うことをやっているわけですが、そういったこ

とをもっとより組織的に、官庁に横串を刺して

やっていかなくてはいけない。 

今度は右側の図をごらん下さい。これは横軸

に都市の人口密度、縦軸に行政コストを描いて

ございます。一目瞭然で、人口密度が下がれば

下がるほど、行政コストは上がる。都市で人口

が減れば、それだけ行政コストは上がってしま

うわけで、これにどう対処するのかという答え

も求められております。 

加えて、いま地方都市は、高度成長期あるい

は平成バブルのときにつくった箱物がこれか

ら20年ぐらいの間にどんどん老朽化してまい

ります。これをどうするのかという問題も抱え

ております。 

箱物のダウンサイジング 

ちなみに、もう人口も減り、財政的な制約も

あるので、普通の市町村ですと、いまある箱物、

インフラの約3割をスクラップする、ダウンサ

イジングしないともたないとも言われており

ます。あるいは平成の大合併をしたような市町

村で効率化が遅れているところは、いま持って

いる施設の半分を潰してしまわないともたな

いとも言われております。 

しかし、そんなことをすれば行政サービスは

低下するわけです。したがって、どうやって行

政サービスの低下を招かずに、インフラ、規模

を落としていくか、そういうことも同時に課題

として出てきているということでございます。

多分その答えは、ＰＰＰ・ＰＦＩ、コンセッシ

ョン、こういった民間の力を活用するやり方で

はないでしょうか。 

例えば、いま佐賀県武雄市で、公立図書館に

ＴＳＵＴＡＹＡを入れて人が集まって話題に

なっていますが、似たような取り組みをどんど

ん各地域が進めていかなくてはいけないとい

うことなのかなと思います。 

以上、7点申しあげました。目先のことに加

えて、こういう問題に対してきちっと答えを出

していくということがこれから安倍政権で求

められているということだと思います。 

最後に、少し景気の見通しについての論点を

申しあげたいと思います。 

7－9月はプラス成長に 

次のページ（資料 12）をごらんください。

「日本経済の見通し」をまとめておりますが、

ちょっとこの数字も古くなっています。左上に

内閣府、日本銀行、民間機関の見通しとありま

すが、2014年度ですが、内閣府は 1.0となっ

ています。いま政府は1.4と置いております。

それから、日本銀行が1.3となっていますが、

これはいま1.4と直しております。それから、

民間が0.6となっていますが、これを0.8とそ

れぞれ上方修正されております。相変わらず民

間と政府との見方に少し差があるのは間違い

ないわけですが、共通して言えることは、2014

年度、消費税の引き上げがありますが、そのシ

ョックは一時的だろうとみられていることで

す。左下の図は四半期ごとの成長見通しですが、

4－6月に一旦大きくへこみます。ところが、7

－9月以降はプラスに戻ってくるというふう

にみております。これは民間の見通しの平均な

ので、民間も基本的には7－9月以降プラス成
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長に戻ってくるとみています。 

したがって、ここからいくと、どうでしょう

か、7－9月の数字が出てくるのが11月の後半、

末ぐらいになる。その数字を受けて、年末にか

けて、さあ、次の消費税の引き上げをどうする

かといったようなこと、あるいは法人税のこと

も含めた税の議論、これが年末に行われると思

います。それから年末になると、物価がどのく

らい上がってきているのかということもだん

だんみえてきます。いままではほとんど金融政

策は動いておりませんが、場合によっては追加

緩和するのかどうか、あるいは出口戦略を議論

しなくてはいけないのかどうか、そういうこと

も年末になるとある程度はみえてくると思い

ます。 

いずれにしましても、14年度については、

一時的な落ち込みはあるものの、プラス成長は

維持できるというふうにみています。しかし、

リスクがないわけでもありませんので、幾つか

考えられるリスクということを申しあげたい

と思います。 

まず1つは、4－6月から7－9月にかけてプ

ラス成長に戻るとみていますが、この回復力が

思っているよりも鈍い、例えば7－9月の成長

率がうんと低いとか、マイナスになった場合に

は、次の消費税の引き上げの判断に影響が出て

くると思いますので、そういう意味で、ここの

リスクが1つあるということ。 

様々なリスクも 

2つ目に、政府は賃上げができるだけ広がっ

ていくことを期待しておりますが、残念ながら、

期待したほど賃上げが広がっていかないとい

うようなリスクがある。 

それから、あとは海外に絡みますが、ご案内

のとおり、いまちょっと新興国がぎくしゃくし

ています。アメリカ経済はいいので、基本的に

は円安ぎみ、裏返すとドル高気味でいくだろう

とみていますが、世界が混乱するということに

なって、結果的に円高が再燃してしまう。ある

いはそれに伴って当然株も上がらない、下がる、

こういうリスクもないではないと思います。 

それから、成長戦略を政府はどんどん打ち出

してきて、いま設備投資が徐々によくなってき

ていますが、あまり成長戦略の効果が発現して

いかない、ずうっと低迷するということも考え

られないではない。 

それから、エネルギーですね。これ以上エネ

ルギー価格が上がるということは見込んでお

りません。しかし、いまでもコスト的に大きい

わけでして、これからエネルギー価格が下がっ

ていかないまま、高いままということに伴うリ

スクも考えられる。 

それから、建設業などで人材不足、資材不足

が言われております。これが怖いのは、政府が

一生懸命補正予算を組んで、予算をつけても、

人材不足の結果、予算の執行ができない。それ

は結果的に景気を持ち上げられないというこ

とにつながる危険性もあるわけです。そういっ

たこともよくみておかなくてはいけないと思

います。 

あとは、ちょっと先の話になるかもしれませ

んが、いま日本は大金融緩和をしているわけで

すが、結果的に何かのタイミングで円安が行き

過ぎてしまうようなリスクです。さっき私は

「円高再燃」と申しあげましたが、逆のリスク

もないわけではない。それから、金融緩和を続

けることの副作用です。副作用といっても 2

つあると思いますが、1つは、金融緩和を続け

ても、長期金利が上がってしまうというリスク、

それからもう1つは、大金融緩和を続けること

で、結果的に資産価格を上げてしまう、バブル

につながるようなことになるというリスクで

す。この辺は、どっちかというと、まだ現時点

ではテールリスクの部類だと思いますが、そう

いうこともないではない。いま、幾つか申しあ

げたリスク、こういうものに十分目配りをしな

がら、あるいはそういうことが起きたときにど

うするのかということも考えながら政策を運

営していかなくてはいけないのだと思います。 

最後に、次のページ（資料 13）でごらんく

ださい。世界経済についてちょっとだけ申しあ

げます。右の表ですが、国際機関の見通しです。

14年のＯＥＣＤの数字は、基本的にはアメリ

カがよくなるとみておりますが、アメリカだっ

て当然、量的緩和の縮小をしていきますので、

それに伴って実体経済に悪い影響が出ないか

どうかということが1つのポイント。 

それから、ユーロ圏については、曲がりなり

に回復しますが、最近、賃金が上がらなくなっ

てきたので、その結果、デフレ気味になってき

ております。そういう意味で、ヨーロッパがデ

フレに陥るリスクというのがある。 

それから、中国以下の新興国については、足

元の通貨不安、これが長引くリスクがある。一

方、長引かなくても新興国はリーマンショック
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以降、金融、それから経済対策を進めてきまし

たが、体質がよくないにもかかわらず無理して

エンジンをふかしたところは、いまそのツケが

回ってきています。体質改善をしなくてはいけ

ない国が幾つか出てきております。それが例え

ば国際収支の悪化みたいな形で出ていると思

います。フラジャイル（fragile）5などと言

われていますが、そういったところについては、

やや中期的な取り組みが必要になると思いま

す。目先の通貨不安の心配と中期的な経済体質

の強化、この2つを乗り切っていかなくてはい

けないので、これまでのように新興国が世界を

リードしていくという構図はちょっと難しい

とみています。それがまた日本の為替や株に跳

ね返ってくるリスクがあるということを申し

あげたいと思います。 

それから、もうあと1～2分だけすみません。

私はいまずうっと政府のことを申しあげまし

たが、実は民間部門にも大きな課題があるとい

うことで、最後に1つのことだけ申しあげたい

と思います。それは交易条件でございます。 

交易条件というのは、ご承知のとおり、輸出

価格と輸入価格の差でございます。日本を見て

いただくと、左上ですが、日本の交易条件は、

この十数年、一貫して悪化しております。なぜ

かというと、輸出価格が下がって輸入価格が上

がっているから、その分、富が外に流出してい

ると申しあげてもいいのだと思います。問題は、

なぜ輸出価格が下がったのかということなの

ですが、これは基本的に、95年以降、日本が

円高基調のもとで、中国や韓国の製品と競合し

て、シェアをとられる、シェアを守るために円

高のもとで輸出価格を下げざるを得なかった、

これが非常に大きかったと思います。 

一方で、輸入価格はエネルギー価格が上がっ

たということだと思います。一方で、下のドイ

ツをみていただくと、ドイツは、輸出価格はほ

とんど下がっておりません。ドイツだって、中

国や韓国と競合しているし、あるいはドイツの

周辺であれば、旧東ヨーロッパと競合している

と思うのですが、ドイツは価格を下げておりま

せん。ドイツも95年以降、基本的にはマルク

高、あるいはユーロ高だったと思うのですが、

ドイツの輸出価格が下がっていない。おそらく

ドイツが高付加価値化を一生懸命やってきた、

その結果、新興国の製品と差別化できていると

いうことだと思います。 

遅れた日本の高付加価値化 

ところが、日本は、残念ながら、この十数年、

デフレのもとで人材投資、設備投資を怠ってき

たがゆえに、高付加価値化が遅れている。その

ツケがいま回ってきているということだと思

います。これは「六重苦」を解消したからとい

って解消しない問題でございまして、日本の企

業がいかにして高付加価値化を進めていくか

という課題が企業自身の問題として残ってい

る。多分、その答えは、私は、人材投資だと思

います。高付加価値を生み出す人材を育成して

いくということに日本企業がもっと取り組ま

ないと、このトレンドは変えられないというこ

とではないかということを最後に申しあげた

いと思います。 

すみません、大分時間を超過しましたが、と

りあえずこれで私の話を中締めさせていただ

きます。 

どうもご清聴ありがとうございました。（拍

手） 

＜質疑応答＞ 

司会 高橋さん、ありがとうございました。 

それでは、40分ぐらいまで質疑にしたいと

思います。 

私から、冒頭にお聞きしたいのですが、前回、

こちらにお招きしたのは2008年ですが、リー

マンショックの前、サブプライムローン問題が

起きていたころです。そのときに、当時の記録

をみると、政治が二流では結局経済もだめなの

だとおっしゃっているのですが、6年たって、

いま財政諮問会議のメンバーではあるんです

が、政府が二流から変わりつつあるのか、いや、

まだ変わっていないのか、というのを一点お聞

きしたい。 

もう一点、次の消費税のアップのことですが、

秋口に政府が上げるという判断を迫られるの

でしょうが、無理して上げる必要もないという

ふうに思っていらっしゃるのか、マイナス成長

のもとであえて上げることはない、あるいはデ

フレからなかなか抜け出していない中で上げ

る必要はないというふうに思っていらっしゃ

るのかどうか。その場合は、例えば日本売りが

起こるとか、起きないとか、どういうシナリオ

を持っていらっしゃるのか、2点お聞きしたい。 

 

高橋 1番目のお話、私、2008年のとき、そ

んなことを申しあげたんですか。 
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司会 記録によると、そういう……。 

 

高橋 そのころに比べると、いまの安倍政権

の政治のやり方というのは、最初、安倍政権は

経済政策に関しては「次元が違う」という言い

方でもって、思い切った政策をとったという意

味で非常によかったと思うのですが、ただ、そ

の一方で、ちょっと言い方が難しいのですが、

政治家の中、与党の中には、何かまた昔流の考

え方をされている方が増えているような気が

するんですね。そのことが少し、またもとに戻

るのではないかということで心配でございま

す。 

ちょっと私の立場では、現時点であまり具体

的に申しあげることは難しいのですが、という

気がします。すみません。 

それからもう1つ、消費税ですが、総理の頭

の中は、私はよくわかりませんが、前回のこと

を考えると、デフレ脱却を最優先に考えておら

れる。したがって、例えば年末に決断するわけ

ですが、そのときに、7－9月の成長率が思う

ように上がっていない、あるいは7－9月だけ

ではなくて、月次データをずうっと追っていく

わけですが、思うように回復していない、それ

から物価も思うように上がっていないとかい

うことになると、どうでしょう。やっぱり決断

を迷われるということはあるのではないかと

いうふうに思います。 

しかし、では、そこで決断を先延ばしすると

いうことになったら何が起きるかということ

ですが、決断を先送りすることによって、結果

的に2015年度にプライマリーバランスを半減

するという目標が崩れてしまうわけです。した

がって、それは日本の政治に対する大変な不信

任を招く危険性があると思います。 

したがって、デフレ脱却という観点から、も

し先延ばしするとかという結論になる場合に

は、そのときには、財政健全化目標については

どうするのかということまで含めた対策をパ

ッケージで打ち出す必要がある。それなくして

単純に延ばすことはできないと思います。 

いずれにせよ、私は、現時点で、年末の消費

税引き上げは、まだオープンの議論だというふ

うに総理は思っていらっしゃると思います。 

 

司会 それでは、あと20分ほど、フロアの

ほうから質問を受けたいと思います。 

 

質問 大変なご苦労をなさっていらっしゃ

ることはよくわかりました。本業を休んででも

力を注いでいらっしゃる。大いに敬服するんで

すが、私がお聞きしたいのも、司会者が質問な

さったのと同じことなんですが、大事なことは、

諮問会議が安倍さんとどこまで一体化し、影響

力があるんだろうということでございます。 

というのは、小泉・竹中時代というのは、大

体郵政ワンイシューみたいなところもありま

して、やや独裁的にまで諮問会議が力を発揮し

ていたと思うんですが、今度の場合は、より問

題は幅広いし、深いし、将来の日本にかかわる

しということで、おまけに個人個人の人生観み

たいなものまでありまして、エコノミストのお

話を伺っていると、いまぐらいおもしろいとき

はないという状況です。 

ただ、最近の状況をみますと、結局、第 1

の矢、第2の矢の成功の影に隠れていた批判が

バンバン出てきていますね。肝心の味方の中か

らも、例えば浜田さんが、第1の矢はＡで、第

2の矢はＢで、第3の矢はＥだから、それでア

ベノミクスだと言ってみたり、榊原さんなんか

は、成長よりも成熟なんだ、日本の目的は、と

いうような持論を展開して、そろそろ賞味期限

は終わりだという言い方をしていらっしゃる。 

こういうことになってきますと、私は、高橋

さんは本当に取りまとめに尽力していらっし

ゃるんだと思うんですが、これから非常に難し

いことになってくるだろうと思います。そのと

き、肝心なのは、安倍さんとの一体感だと思う

んです。そこのところが、もう一方、どうなん

だろうと。竹中時代に比べて、諮問会議、大丈

夫ですか、ということをお伺いします。 

 

高橋 当事者の一人として、大丈夫か、大丈

夫じゃないかと申しあげるのはなかなかきつ

いんですが、確かにおっしゃるように、小泉・

竹中ラインのときに、私も実はあのとき、内閣

府におりまして、つぶさにみておりましたので、

あのときといまの違いはわかります。 

あのときは、要するに小泉・竹中ラインが1

つの大きな一体の中で、例えば党と闘っていく

という形になっていたんだと思います。そうい

う意味で、対立の構図というのが極めて鮮明に

なっていた。あるいは対立の構図の中で国民を

味方につけて改革していく、そういう大きな構
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図だったと思うんですが、今回は、必ずしも対

立の構図という形にはなっていない。ただ、い

まある問題をいろいろ突き詰めていくと、結局、

対立の構図ということになっていくのかもし

れません。 

したがって、ある意味では、問題を突き詰め

切れていないからこそ対立の構図になってい

ないのかもしれません。だとすれば、諮問会議

としてはもっともっととがって対立の構図を、

本当は対立しているんですよ、既得権とここが

闘わなくてはいけないんだということをもっ

とみせなくてはいけないのだと思います。した

がって、そういう意味で、諮問会議の努力がま

だ足りないということはあるのかもしれませ

ん。 

あるいは、足元で対立の構図といったときに、

例えば現在ですと診療報酬をどうするかとか、

それから公共事業を横ばいにするのか増やす

のかといったところで、大変な精力を費やして

います。予算絡みで交渉をし、諮問会議もそこ

に巻き込まれていますが、よく考えると、例え

ば診療報酬を少し下げるのか、横ばいなのか、

上げるのかということを、ことしそこですさま

じい議論をして決めたとしても、そのことが長

期的にみた医療費を抑制していくということ

につながる保証は何もないわけですね。 

したがって、私は、毎年毎年、日々の闘いの

中で答えを出すということではなくて、もうち

ょっと長い目でみて、例えば、さっきも申しあ

げたように、2030年、35年ぐらいまでみて医

療費の問題を考えなくてはいけない。あるいは

成長の問題であれば、人口減少、労働力の不足

ということを十分考えながら、いまに立ち返っ

てこなくてはいけないという意味で、少し長く

日本をみることで、このまま行ったら大変なこ

とになってしまうということについて、国民的

なコンセンサスをつくっていく。だからこう変

えなくてはいけないんだというふうに バック

キャストしていく。そうやって改革の機運をつ

くっていかなくてはいけないのではないかと

思います。 

いまはあまり対立の構図がみえないがゆえ

に、逆に必要な改革ができなくなってしまうと

いう危険性を感じるので、そうやってバックキ

ャストすることでいまの問題点をあぶり出し

て、総理にも当然そこについて深い関心を持っ

ていただいて、目先の改革につなげていくとい

うことをしなくてはいけないのではないかと

いうふうに考えております。 

ですから、今度、諮問会議で専門部会をつく

り、そこで2060年ぐらいまで、今後50年間に

わたって日本がどうなるか、そこの絵を描いて

いただいて、そのうえでどういう選択肢がある

かということを、国民とともにみながら、どう

いう改革が必要なのかということを議論した

いと考えております。それを1つのテコにして

いきたい。 

ですから、小泉・竹中ラインのときの対立の

構図をテコにするものとは違いますけれども、

別のものをテコにして改革を進めたいという

ふうに思っております。 

ただ、繰り返しになりますが、先ほどの最初

のご質問に戻るんですが、日々の、そういう診

療報酬だとか公共事業だとかという対立だけ

でみていると、だんだん自民党の先生方の中に

昔流の考え方をする方が増えてきて、何となく

もとに戻っていってしまうような気がするの

で、そこについては極めて危機感を持っている

ということは申しあげたいと思います。 

ちゃんとしたお答えになったでしょうか、す

みません。 

 

質問 先生がおっしゃった中で、輸出状況の

悪化で、ドイツなどにかなり負けているという

ことなんですけれども、電気製品なんかが、新

興国で、韓国と競争したり、日本は新しいもの

を出せないし、スマートフォンが遅れていると

か、技術者がどんどん流出したというのは聞く

んですが、主にどういう分野が特に新しい価値

が見出せていないのか、人材の育成ができてい

ないのか、あるいはできている分野もありまし

たら、教えてください。 

 

高橋 いま、例として挙げられた電機がそう

だと思いますが、例えば、一方で、日本がいま

一生懸命やっていて、それでも競争力を失って

いる家電だとか、そういう分野は、ドイツはも

ともとそんなに力を入れていないわけですね。

むしろドイツが強いのは機械だと思います。そ

の分野が大変高付加価値化が進んでいて、ドイ

ツの稼ぎ頭になっている。 

日本は、実は目立ちませんが、そういう分野

でもだんだん力が落ちてきているということ

だと思いますし、あるいは機械の中に自動車も

あると思うんですが、自動車は、日本はまだ

隆々としているようにみえますけれども、でも、

どうでしょう。ドイツのブランド力だとか、そ
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ういうことまで総合的に含めて考えると、日本

は必ずしもドイツに勝っていない、という構図

が世界でもあらわれているのではないかと思

います。 

それから、一方で、私は高付加価値化という

ふうに申しあげたときに、皆さん、頭の中に製

造業を浮かべられるかもしれませんが、私は、

日本はこれから製造業もさることながら、非製

造業分野が大変重要ではないかと思います。内

需が伸びていくという発想をするときには、多

分日本で新しいサービスやプロダクトが生ま

れて、内需分野が伸びていくという構図になっ

たときが非常によくなっていくんだろうと。製

造業の輸出品で稼ぐということもありますが、

内需の非製造業分野が伸びていくというとき

が非常にいいんだろうと思います。 

日本の非製造業というのは、実は大変生産性

が低い分野なので、ある意味では、ここの生産

性が上がり、新分野が出てくればＧＤＰも伸び

ていく、生産性も上がっていくということなの

で、成長ということに対する答えもそこで出て

くるんだろうと思います。そういう意味で、非

製造業分野が実は大変なポイントだと思いま

す。 

そのときには、単純に、例えば医療とか介護

だけではなくて、スマートシティーだとかとい

ったシステムですとか、あるいは高齢化問題を

総合的に解決するための仕組みだとか、そんな

ところも含めて、日本が人材を育成しながら育

てていくべき分野ではないかなと思います。 

 

質問 きょうは貴重なお話をありがとうご

ざいました。 

いまのご質問とも関連するんですが、交易条

件がどんどん悪くなってきている、だから経常

収支がここ2年ぐらい、マクロでみると大幅な

赤字になっている。これは安倍さんが否定して

いますけれども、私は構造的な要因、つまり円

安になっているにもかかわらず輸出が伸びな

いですね、そういうことを含めて問題です。 

そうしますと、先生は、経常収支の赤字をど

う捉えていらっしゃるか。それによって、例え

ば円安という信用不安ということですね――

不安までいかなくても、懸念ですか、イコール

国債の価格がこれによって急落ということで

はなくても、下がってくるのではないか。そう

するとまた財政再建も思うようにいかないの

ではないかというように思うんですが、先生の

お考えはどうでしょうか。 

 

高橋 足元102～103円というレベルですが、

私は、これは円安というよりは行き過ぎた円高

の是正局面だというふうに考えております。た

だし、これが110円を超えて120円、130円と

どんどん下がっていくと、いまおっしゃった円

安に伴う懸念というか危険、これが表面化する

危険性もあると思うので、そういう意味では、

行き過ぎた円安というのは大変危険だという

のは間違いないと思います。 

それから、足元の貿易収支、経常収支との関

係ですが、私は、いまの赤字がもうこれで定着

するとはまだみておりません。いまはいろんな

要因が重なり過ぎているので、ちょっと赤字が

膨らんでいますが、いずれこの貿易赤字は縮小

していくと思います。 

ただし、どうせあと10年もしないうちに日

本は経常収支の赤字体質になってしまうのは

間違いない。今回のことがその寿命を縮めるこ

とにつながった危険性はあると思います。 

もうちょっと申しあげると、いまの貿易赤字

の拡大の理由ですが、大体円安になったときと

いうのは、Ｊカーブの効果で、まずすぐに輸入

が膨らんでしまうので、どうしても貿易赤字は

広がる。その後、だんだん輸出が伸びていって、

そして結果的に通貨安の効果が出てくると思

うのです。ところが、日本は輸入の面で言うと、

景気がよくなってきたので相変わらず輸入が

増えているとか、燃料の輸入が相変わらず大き

いままだとか、輸出について言えば、競争力が

落ちているから、円安だけでは競争力を取り戻

せない。 

それから、もう海外に生産拠点が出てしまっ

ているので、昔ほど円安効果が出てこないとい

うようなこともあります。それと、世界経済が

みているほどよくないとか、いろんな要素が重

なって、輸入は増えるけれども輸出が増えない

状態になっている。このうちの幾つかの要因に

ついては、これから剥げていくので、もう少し

輸出が伸び、輸入が減っていくということにな

る。 

したがって、2～3年すれば、また貿易収支

は黒字には一旦戻ると思います。しかしながら、

10年とかの長さでみれば、日本は貯蓄率がマ

イナスになり、経常赤字の国になっていくとい

うふうに思います。 

したがって、そのときにどうやって稼いでい
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くのか、ＧＮＰだけではなくて、ＧＮＩをみろ

とか、あるいはいま私は製造業のことばかり頭

に入れて申しあげましたが、さっきも申しあげ

たように、非製造業で稼ぐとか、それを将来輸

出品に変えていくということができれば、もう

少し寿命はまた延びるというふうに思います。

いずれにせよ、もう一回申しあげると、いまの

赤字のまま定着して、このままずるずると経常

赤字になっていくとは思わない、もう一回よく

なると思いますが、いずれにせよ時間の問題だ

と。それをできるだけ後ろ倒しにする、あるい

はインパクトを小さくするためには、経済体質

の改善によって、非製造業が伸びていくような

体質をつくっていく。それからもちろん製造業

も頑張って、競争力を取り戻す努力をする。そ

ういうことをして、黒字の寿命を延ばしていく

という努力をしなくてはいけない。 

しかし、いずれマイナスになりますから、や

っぱり投資だとか、そういうもので稼いでいく

ということも当然考えなくてはいけないとい

うことだと思います。 

そして、まさに経常赤字が定着するころに、

財政が改善していないと最悪の事態になって

いく。海外から資金調達をしなくてはいけない

というときに、財政の健全化が遅れていれば、

それが長期金利の上昇に跳ね返るリスクが大

きくなる。 

だから、やっぱり日本に残された時間、5年

か10年の間に早く財政健全化に向けた、きち

っとめどをつけておくということが必要なの

ではないかと、よく言われることですが、そん

なふうに感じます。 

 

質問 土地の値段について、地価ですね。い

ま一説によると、もうすでにマンションなんか

高いものが、億ションとか、どんどん売れたり

して、完全にインフレになっていると、民主党

の一部の人はそういうふうに言っている人も

いる。土地の値段が、僕はあまり地方までは普

及しないと思うんですけど、都心のマンション

はいますごい。消費税の問題もあって、上がっ

ているんですけれども、この状況が今後どうい

うふうになるか、高橋さんはどういうふうにみ

ているか。 

僕はそんなに心配はないと思うんですが、た

だ、一部には、昔のようなバブルになっていく

んじゃないかというふうに読んでいるので、そ

の辺の見通しをお聞きしたいと思います。マン

ションとか地価とか、住宅。 

2点目は、僕はいつも思うんですけど、財政

諮問会議と産業競争力会議が2つあって、何を

やっているかという意見なんですよね。今度、

6月に、榊原さんという競争力会議の人が経団

連の会長になりますね。そうすると、何か産業

競争力会議のほうが諮問会議より上のような

感じがするし、その調整はどういうふうに……。

僕はマクロとミクロだと思うんですね、一般的

には。その辺は安倍さんがどう考えているか、

高橋さんはどう考えていますか。その2点、お

伺いします。 

 

高橋 まず、地価ですが、私は日本全体の地

価がこれから上がっていくという状況はない

だろうと思います。むしろ二極化ではないかと。

さっきも申しあげましたように、地方は高齢化

に加えて人口減少が激しくなっていくので、地

価は下がると思います。そういう中で、いかに

中核都市にヒト・モノ・カネを集めて地価が下

がらないようにするか、ここが1つのポイント

になると思います。 

一方で、東京を初めとする大都市、ここはち

ょっと思惑もあって、例えばオリンピックだと

か、そういう思惑もあって、地価が下げどまっ

て上がっていく。かつ、もう1つのポイントが

外資だと思うんですが、例えば中国の不動産に

投資していた人たちがそろそろ店じまいをし

て、ほかに目を向け始めている。その金が日本

にも入り始めているということで、やや投機的

に上がる可能性も出てきているのではないか。 

いままで、あまりにも地価の下落が実体経済

にマイナスになっていたので、そういう意味で

は、下げどまって上がることは望ましいと思い

ますが、ただバブル的な価格上昇にならないか

どうかというところはよくチェックしておか

ないといけない。 

とりわけ、これだけの金融緩和をしているわ

けですから、それが設備投資に向かわないで土

地に向かい出したら大変なことになりますの

で、そこは十分にチェックしないといけないと

思います。 

それから、諮問会議と産業競争力会議ですが、

産業競争力会議は成長を議論しているので、去

年、いろんな成長のテーマを出し切ったので、

いま、実際にはちょっと休会状態なんですね。

新しいテーマを見つけてやっていますが、それ

でもそのテーマが終われば、また休会になる。



21 
 

一方で、諮問会議は常にテーマを抱えたままな

ので、ずうっとやらなければいけないと思いま

す。 

ただし、結局大きな問題は、この2つの会議

ができて、2つが連携しないで動いていくとい

うことだと思います。例えば、きょう申しあげ

たように、私は労働市場の改革なんて、マクロ

的なテーマでもあると思いますが、同時に改革

支援なんかも含めた産業の問題、企業の問題で

もあると思うので、両方の会議で扱っています。 

ところが、いままであまり連携がなかった。

でも、それでは本当の改革はできないので、こ

れから先は、もうすでに議論して、3つか4つ、

一緒にやりましょうというテーマを決めたん

です。それは社会保障、労働、それから地方で

す。そういうところでもうすでに連携してやり

ましょうということを決めています。 

したがって、これからは、2つの会議、ある

いはそれに加えて規制改革会議も一緒になっ

て、1つのテーマについてマクロ的な視点とセ

ミマクロ、ミクロの視点、3つの視点でどうバ

ランスをとって改革を進めていくかと。どの会

議も結局改革に結びつかなければ意味がない

わけですから、これからうんと連携していかな

くてはいけないと。現にいま、連携のあり方を

模索している状況だということを申しあげた

いと思います。 

 

司会 どうもありがとうございました。 

きょうは、経済財政諮問会議の民間議員とい

う非常に微妙な立場ではあったんですが、率直

なコメントをいただきまして、どうもありがと

うございました。 

揮毫をしてもらったのですが、「改革に終わ

りなし」。私など怠け癖がある者にとっては、

いつまで改革をやるんだ、どこかでやめてほし

いなという気もしないではないんですが、一言、

「終わりなし」というのはどういう思いで書か

れたのか、コメントをいただければと思います。 

 

高橋 安倍総理が「成長戦略に終わりなし」

とおっしゃっている。要するに、まだ宿題が残

っていて、これからもやるんだとおっしゃって

いる。私は、そういう意味では、成長戦略だけ

じゃなくて、社会保障だとか、いろんなことも

含めて、まだまだやらなくてはいけないことが

たくさんある。それって、1年前、2年前だっ

たらとても考えはしなかった。だけど、ある程

度安定政権ができたからこそ、足元だけじゃな

くて、日本がずうっとやってこなかった問題に

ついて、もっと深く考えて、改革しなくてはい

けないという雰囲気になってきたと思うので、

私はある意味では、ここは「鉄は熱いうちに打

つ」チャンスだと思います。 

そういう意味で、政府は、安倍さんは「成長

戦略に終わりなし」、あるいは政府は「経済の

好循環」と言っていますが、私は「改革に終わ

りなし」、それから「改革の好循環をつくる」、

改革が改革を呼ぶというような好循環ができ

れば一番ベストだと思います。そう簡単にいか

ないことは承知していますが。 

 

（文責・編集部）
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三つの好循環の起動・推進

○相互に補強し合う関係にある「三本の矢」（いわゆるアベノミクス）を一体的に推進。市場の期待は大きく変化、
実体経済面でも景気は持ち直し。目指すマクロ経済の姿及び実現の道筋を明示。

○成長戦略をはじめとして、本方針に掲げた重要政策を今後長期にわたり着実に推進することをコミット。デフレから
早期脱却し日本経済を再生。また、そうした政策実行の先に目指すべき経済社会の姿を明示。

第一の矢 大胆な金融政策

第二の矢 機動的な財政政策

第三の矢 民間投資を
喚起する成長戦略

【強い日本、強い経済、豊かで安全・安心な生活】

• 自由で公正な競争、オープンな経済環境が確保され、グ
ローバルに魅力のある経済社会

• 豊かな生活を実現できる経済社会
• 多様な担い手が参画し、活力と知恵を生み出す経済社会
• 長期的に持続可能な（サステイナブルな）経済社会
【マクロ経済の姿】

• 中長期的に２％以上の労働生産性の向上、賃金の伸びが
物価上昇率を上回る

• 名目GDP成長率３％程度、実質成長率２％程度、2010年代

後半にはより高い成長。その下で、１人当たり名目国民総
所得は中長期的に３％を上回る伸び、10年後には１人当た
り名目国民総所得150万円以上増加。

三つの好循環の起動

経済再生

長期金利が急上昇す
るリスクに対応、個人
消費や投資の拡大を
促進

財政健全化

企業業績改善

持続的成長を
実現する

雇用・所得の増加

消費
の

拡大

投資
拡大

マクロ経済環境の好転

企業の行動がマクロ
経済の好転に影響

成長戦略の推進

再生の10年

• 長期の景気低迷・デフレ
• 構造変化への対応の遅れ

マクロ（景気）とミクロ（構造
問題）の相乗的悪化

• 高水準の公的債務残高 等

• 名目GDP成長率 ▲ 0.2%
• 実質GDP成長率 0.8%
• 実質国民総所得成長率 0.6%

停滞の20年

マクロ経済の好転
が企業等の決断に

結びつく

税収増などを
通じて財政健
全化に貢献

1（資料）内閣府：経済財政諮問会議



本命は「民需を喚起する」成長戦略

2 2

（資料）内閣府：経済財政諮問会議



デフレ脱却・経済再生に向けた経済運営

引
上

げ

5％
⇒

8％

引
上

げ
の

総
合

判
断

2013年度 2014年度 2015年度

2014年4月 2015年10月2013年秋 2015年春

駆け込み・反動減の抑制 駆け込み・反動減の抑制
住宅ローン減税の拡充
車体課税の見直し 等

消
費

税
率

PB赤字半減目標

引
上

げ

8％
⇒

10％

消費税率引き上げ

「緊急経済対策による
需要増」の剥落

＋
消費税率引き上げ

反動減

駆け込み需要

駆け込み需要

反動減

引
上

げ
の

総
合

判
断

緊急経済対策による需要増

p大胆な金融政策、機動的な財政政策

p成長戦略：規制改革、税制改革、FTA等

p結果に基づく効率的・効果的なPDCAの構築、
成長に資する歳出、税制の改革 財政の質の改善による効果

デフレ状況の改善
による効果

実質金利の低下等による
需要の顕在化、産業空洞化の是正

成長戦略の効果

消費の拡大
↑

所得環境の改善
↑

企業収益の改善・企業の投資拡大

政
策

の
影

響

3
（資料）内閣府：経済財政諮問会議



デフレ継続のメカニズム

4
4（資料）内閣府：経済財政諮問会議



○少子化・高齢化の進展（⇒社会全体の活力の低下）

○グローバル化の進展（⇒我が国の国際的存在感の低下）

○格差の再生産・固定化（⇒意識の減退、社会の不安定化）

2013年の⽇本
課題先進国として、世界に先駆けて社会課題を解決
○新たなフロンティアを創造
○世界で勝てる人材育成
○幸福を実感できる社会を実現

2020年に⽬指すべき姿

○勤勉性、協調性、思いやりの心 “おもてなし” ○多様な文化芸術や優れた感性 ○ものづくりの基盤技術 ○安全・安
心な社会

我が国の強み

オリンピック・パラリンピックの開催と、日本社会を元気にする取組を社会
総がかりで推進することが重要

コンセプト

我が国の
社会状況

2020年を目指して、日本が持つソフトパワー（スポーツ、文化、教育、科学技術）をはじめ、
国政全般に渡り、政策総動員で戦略展開

2020年は日本にとって新たな成長に向けたターゲット・イヤー
～明治維新、終戦に次ぐ第三の転換期～

⽂部科学省 政府全体

・グローバル人材育成（留学生等）
・日本人のアイデンティティ
・キャリア教育
・社会人の学び直し
・科学技術イノベーション人材育成

〜スポーツ・フォー・トゥモロー〜
・オリンピック・パラリンピックを安定的に
遂行するための環境整備、国際貢献
（ターゲットエイジ育成、地域スポーツ振興、

新国立競技場の建築等）

・成長を支えるイノベーションプロジェクト
を創出 ・2020年に「世界の文化交流のハ

ブ」

インフラ

観光

バリアフリー

復興

国際展開

etc

教育 スポーツ
政

府
一

体
と

し
て

実
施科学技術 文化

地域活性化

新しい日本の創造
5（資料）内閣府：経済財政諮問会議



財政リスクを顕在化させないために
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当面のアベノミクス政策の論点①

① 税制改革（法人税パラドックス）

② 規制改革（岩盤規制 ： 農業、医療、雇用） 特区を突破口にできるか

7



当面のアベノミクス政策の論点①

① 税制改革（法人税パラドックス）

② 規制改革（岩盤規制 ： 農業、医療、雇用） 特区を突破口にできるか

8
（資料）内閣府：経済財政諮問会議



当面のアベノミクス政策の論点②

③ 社会保障の持続性確保

④ エネルギー問題

9
（資料）内閣府：経済財政諮問会議平成25年12月24日



当面のアベノミクス政策の論点③

⑤ 労働力の確保

10（資料）内閣府：経済財政諮問会議平成25年12月24日



当面のアベノミクス政策の論点④

⑥ 社会資本の形成

⑦ 地方活性化・まちづくり、地方財政

11（資料）内閣府：経済財政諮問会議平成25年12月24日
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民間企業設備
実質ＧＤＰ成長率

（備考）１．実質ＧＤＰの対前年度比変化率。数値は％（内閣府は％程度）。
２．いずれの見通しも現行法に沿ったものである。
３．内閣府「平成25年度の経済動向について（内閣府年央試算）」（平成25年８月２日）。

日本銀行「経済・物価情勢の展望（展望レポート）」の中間評価（平成25年７月11
日）、政策委員見通しの中央値。

４．民間機関見通しは、日本経済研究センター「ＥＳＰフォーキャスト 2013年９月調
査」（平成25年９月６日）により作成。41人（機関）の予測値の平均。（ ）内は、
低位8機関平均～高位8機関平均。

（兆円）（前期比、％）

実質GDP成長率

2013年度 2014年度

内閣府 2.8 1.0 

日本銀行 2.8 1.3 

民間機関 2.7（2.4～3.0） 0.6 （0.0～1.3）

民間機関による四半期別の見通し
○4-6月期2次QE等の最近の経済指標は、年央試

算で示した経済の姿にほぼ沿って推移している。

○民間機関の見通し（41機関平均）によれば、実質
GDP成長率（前期比）は、2014年1-3月期に1.1％
増、4-6月期に▲1.4％減となった後、0.4％増程
度で推移すると見込まれている。

○2014年度の成長率については、幅はあるものの、
概ねプラス成長と見込んでいる。

○リスク要因としては、米国の政策動向や中国経済
をはじめ新興国経済の動向等、海外リスク要因

に留意する必要がある。

2013・2014年度の経済見通し
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（前期比、％）

（備考）出所は上図備考４と同じ。
実額については右軸。2013年４－６月期の季節調整済実額を４で除したものから計算。

（前年度比、％）

（備考）内閣府「国民経済計算」により作成。

0.8% 0.9% 1.1%

▲1.4
%

0.3% 0.4% 0.4%

高位８機関平
均

低位８機関平
均

総平
均

日本経済の見通し



○ 世界の景気は、弱い回復が続いているものの、底堅さも見られる。先行きについては、当面、弱い回復
が続くものの、次第に底堅さを増すことが期待される。

世界経済の現状と見通し

国・地域名

ＩＭＦ ＯＥＣＤ

12年
（実績）

13年 14年 13年 14年

世界 3.1 3.1※ 3.8※ 3.1 4.0

アメリカ 2.8 1.7 2.7 1.7※ 2.8

ユーロ圏 ▲ 0.6 ▲0.6 0.9 ▲ 0.6 1.1

英国 0.2 0.9 1.5 1.5※ 1.5

中国 7.8 7.8 7.7 7.4※ 8.4

韓国 2.0 2.8※ 3.9※ 2.6 4.0

ロシア 3.4 2.5 3.3 2.3 3.6

インド 3.8 5.6 6.3 5.3 6.4

ブラジル 0.9 2.5 3.2 2.9 3.5

日本 2.0 2.0 1.2 1.6※ 1.4

（備考）IMF“World Economic Outlook”、 OECD“Economic Outlook 93” “Interim 
Economic Assessment”、各国・地域の統計より作成。

見通しは、それぞれの機関が公表している最新の値。ＩＭＦは、13年7月時点（※
は13年4月時点）、ＯＥＣＤは、13年5月時点(※は13年9月時点)の見通し）

○国際機関の見通し○主要国・地域の実質ＧＤＰ成長率の推移

（備考）Euro stat及び各国統計より作成。
中国は前期比（公表値）から試算。
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14

交易条件の日米独韓比較
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日本企業の課題と対応

１．今後のアベノミクスを見るポイント

• 今後のアベノミクスの課題は、官公需から民需へのバトンタッチを実現すること。今後3年間の取り組み
が日本の将来を決める。

• 民需活性化のためには、企業の投資意欲を引き出すこと、賃金引き上げによって個人の消費意欲を引
き出すことを通じて、民間経済の好循環を生み出す必要。

• 拡張的な金融・財政戦略に加えて、税制改革や規制改革（特区）による成長戦略の深堀りと、政労使の
対話を通じた労働市場改革などを通じて、デフレマインドを払拭し、民間の期待成長率に働きかけること
ができるかどうかが鍵。そのためには、改革の好循環を生み出す必要。

• オリンピックの開催はアベノミクスにとって第四の矢。

２．日本企業の課題と対応

• アベノミクスの下で、六重苦など企業経営の制約は徐々に解消に向かうと期待されるものの、日本企業
が競争力を取り戻すためには「輸出商品の差別化を図れず、中韓との価格競争に巻き込まれる」という
事業構造の見直しが不可欠。

• 国内では、公共事業や医療、農業分野における官民の役割の見直しが必然であり、民間企業の活動
の場が広がる筋合い。

• 企業が、自らデフレ・マインドを払拭し、イノベーションやグローバル化などでのリスクテイクを通じて新
分野の創出にどれだけ積極的にチャレンジするかが、個別企業のみならず、日本経済再生の鍵。

• そのためには、積極的な人材活用と人材育成のための投資（女性を含む）が長期的な企業発展の鍵。

• 多くの中小企業にとっては、自らのイニシアティブによるグローバル化、または地域経済の再生に向け
た地域内協力の枠組みへの参加が生き残りの鍵。
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